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68

住基担
当課

第３章　機
能要件

1　管理項
⽬

1.1　住⺠
データ

1.1.1　⽇
本⼈住⺠
データの管
理

フリガナの記載なし フリガナの記載 法令への対
応

フリガナについて新聞で⼾籍に記載し、住⺠
票で確認する旨の記載があった。記載事項と
して必須ではないかもしれなが、⼾籍にフリガ
ナの記載を⾏う過程で住⺠票に記載しないと
住⺠に不都合を与える可能性があるため。

対応なし 現時点で対応なし。
住⺠記録システム標準仕様書【3.0版】「1.1.18 フリ
ガナ」の【考え⽅・理由】に記載の通り、現在対応を検
討している。

43

事業者 第３章　機
能要件

2　検索・照
会・操作

2.1　検索 2.1.2　検
索⽂字⼊
⼒

・⽒名フリガナ検索について、２⽂字
⽬以降が「ウ」の場合で、その直前の
⽂字が「オ段」の場合、「ウ」を「オ」に
変換して検索できること。

・⽒名フリガナ検索について、２⽂字
⽬以降が「ウ」の場合で、その直前の
⽂字が「オ段」の場合、「ウ」を「オ」に
変換して検索できること。

例
「コウタロウ」で検索時は、「コウタロ
ウ」、「コオタロウ」、「コウタロオ」、「コ
オタロオ」
「コオタロオ」で検索時も上記と同様

システム上の
理由

検索時の⽂⾔が「ウ」の場合は「オ」に変換す
るように読み取れますが、検索時の⽂⾔が
「オ」の場合どのような検索結果となるのか判
然としません。
あいまい検索のための⽒名フリガナ（検索⽤
の⽒名フリガナ）について、⽒名フリガナとは
別に管理し、検索時に同じルールで検索条
件として⼊⼒した⽒名フリガナを変換するので
あれば、以下の検索条件で検索した結果は
同⼀になるかと存じます。
・「コウタロウ」で検索時
・「コオタロオ」で検索時
検索結果の例を⽰していただけないでしょう
か。
また、修正後に記載の例が想定されている内
容と相違する場合は修正いただければと存じ
ます。

対応なし 対応なし。
標準仕様書においては２⽂字⽬以降が「ウ」の場合
で、その直前の⽂字が「オ段」の場合、「ウ」を「オ」に変
換して検索できることしか規定していない。

87

情報政
策担当
課

第３章　機
能要件

2　検索・照
会・操作

2.1　検索 2.1.3　基
本検索

「異動履歴の検索においては、⽒
名、旧⽒、通称、（⽒名・旧⽒・通
称の）フリガナ、住所、住所コード、
⽅書、住⺠票コード、個⼈番号及び
在留カード番号等の番号については
過去履歴を含めて検索し、対象者
を特定できること。」と記載がある。

「異動履歴の検索においては、⽒
名、旧⽒、通称、（⽒名・旧⽒・通
称の）フリガナ、住所、住所コード
(市区町村コード並びに町字コードを
使⽤し、転⼊前、最終登録、転居
前、本籍、転出先等を含む)、⽅
書、住⺠票コード、個⼈番号及び在
留カード番号等の番号については過
去履歴を含めて検索し、対象者を
特定できること。」と提案する。

業務効率の
向上

検索機能の⾒直しにより、住所コードによる
検索機能が追加されたが、住所コードの検
索がどの範囲で、かつ、どの履歴において実施
するかベンダーによって相違することが考えら
れ、仕様上あいまいとなるため。

対応なし 現在の記載で読み込み可。
住所コードは1.1.1、1.1.2にて規定されている住所
コードを指す。
コードの詳細は基本データリストを参照のとおり。

4

事業者 第３章　機
能要件

2　検索・照
会・操作

2.1　検索 2.1.3　基
本検索

「⽒名及び住所の検索は、過去のも
のも横断的に検索できること。」が削
除されている。

「及び住所」を削除する。 業務精度の
向上

【考え⽅・理由】の「また、⽒名（ローマ字・漢
字を含む。）・旧⽒・通称・（⽒名・旧⽒・
通称の）フリガナを過去
のものを含め横断的に検索できる⽒名索引
機能は、検索の効率化に有効。」にあわせる
ため。

対応なし 対応なし。
【考え⽅・理由】に記載の以下⽂章より、住所の横断検
索についてもニーズがあることから追加されたことが想定
されるため。
「⽒名のみならず住所についても過去のデータを横断的
に検索するニーズが⾼いとの準構成員からの意⾒を踏ま
え、追記。」

最終⽅針
修正前 修正後

修正案、ご意⾒の理由No
意⾒詳細

発出者
対象資料
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52

住基担
当課

第３章　機
能要件

2　検索・照
会・操作

2.1　検索 2.1.3　基
本検索

「⽒名及び住所の検索は、過去のも
のも横断的に検索できること。」が削
除されている。

業務精度の
向上

仕様の内容が削除されているが，【考え⽅・
理由】の「⽒名のみならず住所についても過
去のデータを横断的に検索するニーズが⾼い
との準構成員からの意⾒を踏まえ，追記。」
の趣旨が残っているため

対応なし 現在の記載で読み込み可。
「異動履歴の検索においては、⽒名、旧⽒、通称、
（⽒名・旧⽒・通称の）フリガナ、住所、住所コード、
⽅書、住⺠票コード、個⼈番号及び在留カード番号等
の番号については過去履歴を含めて検索し、対象者を
特定できること。」の記載で、過去のデータを横断的に
検索できる機能は担保されている。誤って重複記載と
なっていたものを削除した。

44

事業者 第３章　機
能要件

2　検索・照
会・操作

2.1　検索 2.1.3　基
本検索

上記項⽬のうち空欄を許容している
項⽬に関し、空欄を指定して検索で
きること。

上記項⽬のうち、○○、○○に関し
ては空欄を指定して検索できること。

システム上の
理由

空欄を許容している項⽬には以下があると認
識していますが、これらについて空欄を指定し
て検索する機能は過剰ではないかと存じま
す。
空欄を指定しての検索機能については、空
欄であることが稀なケースに限定し、その使⽤
⽤途を明確にする⽅がよいかと存じます。

・⽒名（ローマ字・漢字を含む。）、旧⽒、
通称
・（⽒名・旧⽒・通称の）フリガナ
・性別
・続柄
・住所コード
・⽅書
・当該住⺠票を消除した事由
・個⼈番号
・住⺠票コード（除票の場合を除く。）

対応なし 対応なし。
⼊⼒漏れなどを確認する⽤途等にも使⽤できることも想
定されるため。

2

住基担
当課

第３章　機
能要件

2　検索・照
会・操作

2.3　操作 2.3.2
キーボードの
みの画⾯操
作

【標準オプション機能】 【実装必須機能】に修正する。 住⺠サービス
の向上

本市規模の⾃治体では、キーボードのみで⼊
⼒が完結しなければ、⼊⼒に要する時間が
増⼤する。結果として⼿続きに要する時間が
⻑くなり、窓⼝が混雑するなど、市⺠サービス
に重⼤な影響を与えかねないため、オプション
機能ではなく実装必須機能とすることを求め
る。

対応なし 対応なし。
当該意⾒が少ないことから、標準オプション機能のままと
する。

6

事業者 第３章　機
能要件

3　抑⽌設
定

3.1　異動・
発⾏・照会
抑⽌

ー 「抑⽌事由（15 歳未満、成年被
後⾒⼈）を選択できること。」が削除
されている。

業務精度の
向上

管理項⽬から「15 歳未満」を⾃動判別する
ため、⽣年⽉⽇が不詳⽇の場合の基準を規
定してはいかがか。

対応なし 現在の記載で読み込み可。
⽣年⽉⽇が不詳であった場合にあっても、内部的には
年⽉⽇を保持していることから、その項⽬を基に判断さ
れたい。

1

住基担
当課

第３章　機
能要件

3　抑⽌設
定

3.1　異動・
発⾏・照会
抑⽌

ー コンビニ交付における証明書発⾏に
限定して、申請者が15 歳未満の者
⼜は成年被後⾒⼈の場合について
抑⽌を設定でき、15 歳未満の者の
抑⽌は満15 歳となる⽇に⾃動的に
終了すること。

コンビニ交付における証明書発⾏に
限定して、申請者が15 歳未満の
者、成年被後⾒⼈⼜は任意の申出
⼈の場合について抑⽌を設定でき、
15 歳未満の者の抑⽌は満15 歳と
なる⽇に⾃動的に終了すること。

⾃治体個別
の条例・政
策などの対
応

本市では、規則によりコンビニ交付の利⽤を
停⽌したい者からの申出により、利⽤を停⽌
できることとしているため。但し、当該機能につ
いて、コンビニ交付システムの⽅で搭載して利
⽤することが許容されるのであれば、標準仕
様書に記載を要するものではない。

対応なし 対応なし。
証明発⾏サーバにおける設定や任意の抑⽌設定の追
加等によりご対応いただきたい。
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事業者 第３章　機
能要件

3　抑⽌設
定

3.1　異動・
発⾏・照会
抑⽌

ー なお、抑⽌の終了⽇を経過しても、
抑⽌は⾃動的に終了しないこと。

なお、抑⽌の終了⽇を経過しても、
抑⽌を解除するまで、抑⽌は終了し
ないこと。

システム上の
理由

抑⽌の終了が、抑⽌の終了⽇の経過ではな
く、抑⽌の解除の操作を必要とするのであれ
ば、そのことを明記したほがよいと考えます。

対応なし 現在の記載で読み込み可。
「⾃動的に終了しない」とは、抑⽌の解除の操作が必
要になることが読み取れるため。

45

事業者 第３章　機
能要件

3　抑⽌設
定

3.1　異動・
発⾏・照会
抑⽌

ー 抑⽌が終了していない者について、
抑⽌の⼀時解除ができること。

抑⽌が終了していない者について、
抑⽌レベルがエラーの場合、抑⽌の
⼀時解除ができること。

システム上の
理由

抑⽌については、抑⽌レベル（エラー・アラー
ト）の設定ができることとされています。
抑⽌レベルが「アラート」の場合は、処理の継
続は可能であるため、抑⽌の⼀時解除⾃体
が不要となります。システムへの搭載要件を
明確にするために、抑⽌の⼀時解除対象を
明記にしたほうがよいと考えます。

対応なし 現在の記載で読み込み可。
⼀時解除が必要なものはエラーであることは前提である
記載。

47

事業者 第３章　機
能要件

3　抑⽌設
定

3.1　異動・
発⾏・照会
抑⽌

ー 抑⽌については複数設定することが
でき、設定
ごとに、抑⽌する処理・抑⽌レベル
（エラー・アラート）の設定ができる
こと。

抑⽌については複数設定することが
でき、設定
ごとに、操作権限に応じて抑⽌する
処理・抑⽌レベル（エラー・アラー
ト）の設定ができること。

業務効率の
向上

操作権限に応じた抑⽌レベルの切替がない
ため、抑⽌レベルをエラーとして設定した場合
は、⼀時解除の権限を有する操作者であっ
ても、抑⽌解除の処理を⼀度実⾏して処理
を進め、その後、⼀時解除をもとに戻す必要
があります。
⼀般の操作権限ではエラーであっても、⽀援
措置責任者等の特別な操作権限の操作者
の場合は、アラートとして処理を継続可能とす
る⽅が、抑⽌の⼀時解除の戻し忘れもなく、
作業の負荷も少ないと考えます。

対応なし 現在の記載で読み込み可。
抑⽌レベルに限らず、すべての操作は操作権限に応じ
て実施される。

13

住基担
当課

第３章　機
能要件

3　抑⽌設
定

3.1　異動・
発⾏・照会
抑⽌

「抑⽌事由（⽀援措置、外字作成
中、特別養⼦縁組、実態調査、⽒
名空欄）を選択できること」と記載が
ある。

「抑⽌事由（⽀援措置、外字作成
中、特別養⼦縁組、実態調査、⽒
名空欄）を選択できること。その他
の事由による抑⽌が必要な場合は、
⾃治体ごとに追加できること。」と修
正する。

⾃治体個別
の条例・政
策などの対
応

「住⺠基本台帳_基本データリスト」の「コード
⼀覧表（個別）」には「初期値（01〜
05）を規定　その他の項⽬はユーザにて任
意に設定」とあるため、当該内容を反映する
もの。
また、⾃治体個別の施策として、なりすまし防
⽌措置（委任状を偽造される危険性を事
前に察知した⽅からの申出により、委任状に
よる届出を認めない措置）等で抑⽌が必要
な場合があるため、⽤意されている５つの抑
⽌事由以外にも追加できることが必要。

仕様書修正 以下の記載に修正。
「抑⽌事由（⽀援措置、特別養⼦縁組、実態調査、
⽒名空欄等）を選択できること」
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14

住基担
当課

第３章　機
能要件

3　抑⽌設
定

3.1　異動・
発⾏・照会
抑⽌

抑⽌事由ごとに他業務に連携する
必要のある物と必要のない物の区別
がされていない。

他業務に連携する抑⽌事由と、住
⺠記録システムのみで有効な抑⽌
事由を整理する。

業務効率の
向上

⽀援措置等、明らかに他業務システムにも連
携する必要のある抑⽌事由もあるが、特別
養⼦縁組や実態調査等、他業務システムに
連携すべきかどうか判断の分かれる抑⽌事由
もある。こういった抑⽌事由を連携すべきかど
うかについては、各⾃治体や各業務システム
で判断するのではなく、住⺠記録システム標
準仕様書の中で整理すべき内容ではないか
と考えるため。
また、No.3で⾔及した⾃治体独⾃の抑⽌事
由についても、他業務に連携すべきかどうかを
選択できる機能を設けるのか、⾃治体独⾃
の抑⽌事由については⼀律で連携しないこと
にするのか整理が必要。（「住⺠基本台帳_
基本データリスト」によれば抑⽌事由に関する
連携項⽬はコードのみであるため、⾃治体独
⾃の抑⽌事由のコードの意味を知らなけれ
ば、他業務システムでデータをうまく扱えな
い。）

対応なし 対応なし。
抑⽌事由について、連携が必要な事由は各業務システ
ムの標準仕様書において定めていることから、そちらを参
考とされたい。
また、⾃治体独⾃で追加した抑⽌事由については、⼀
律での制御は標準仕様書上困難であることから、独⾃
に設定する際に検討されたい。

21

住基担
当課

第３章　機
能要件

4　異動 4.1　届出 4.1.1.3
特例転⼊
（オンライン
による転出
届・転⼊
（転居）
予約

「オンラインによる転出届・転⼊（転
居）予約」と記載がある。

「オンラインによる転出届・転⼊（転
居）予定」に修正する。

外部機関へ
の対応

デジタル庁にて、予約ではなく「来庁予定連
絡」となっているため。

対応なし 対応なし。
「来庁予定の連絡」との表現は、住⺠の期待値をコント
ロールする観点から、広報媒体等やマイナポータルの申
請UI等、国⺠の⽬に広く触れるものにおいて使⽤されて
いる。
⼀⽅で、閣議決定⽂書における政策名は「転⼊予約」
となっており、正確を期す観点から、「転⼊届の特例及
び住⺠票の写しの広域交付の運⽤上の留意事項」「オ
ンラインによる転出届・転⼊（転居）予約地⽅公共団
体向けガイドライン」においても、転⼊予約、転居予約
の表現が使⽤されている。
上記の観点から、標準仕様書上も、転⼊予約、転居
予約の記載を維持する。

22

住基担
当課

第３章　機
能要件

4　異動 4.1　届出 4.1.2.2 マ
イナポータル
からの転居
予約

「マイナポータルからの転居予約」「転
居予約情報」「オンラインによる転出
届・転⼊（転居）予約」と記載があ
る。

「マイナポータルからの転居予定連
絡」「転居予定情報」「オンラインによ
る転出届・転⼊（転居）予定」に
修正する。

外部機関へ
の対応

デジタル庁にて、予約ではなく「来庁予定連
絡」となっているため。

対応なし 同上

23

住基担
当課

第３章　機
能要件

4　異動 4.1　届出 4.1.3.0.4
特例転⼊を
利⽤した転
出（オンラ
インによる転
出届・転⼊
（転居）
予約

「オンラインによる転出届・転⼊（転
居）予約」と記載がある。

「オンラインによる転出届・転⼊（転
居）予定」に修正する。

外部機関へ
の対応

デジタル庁にて、予約ではなく「来庁予定連
絡」となっているため。

対応なし 同上



住⺠記録システム標準仕様書　全国意⾒照会結果（詳細） 参考資料４

対象章 項番① 項番② 項番③ 区分 理由 対応 理由

最終⽅針
修正前 修正後

修正案、ご意⾒の理由No
意⾒詳細

発出者
対象資料

110

住基担
当課

第７章　⽤
語

ー ー ー P.63
オンラインによる転出届・転⼊（転
居）予約【おんらいんによるてんしゅ
つてんにゅうてんきょよ
やく】……個⼈番号カード所持者
が、マイナポータル等からオンラ
インで転出届・転⼊（転居）予約
を⾏い、転⼊地市区町村が、あらか
じめ通知された転出証明書情報
（⽒名、⽣年⽉
⽇、続柄、個⼈番号、転出先、転
出の予定年⽉⽇等）により事前準
備を⾏うことで、転出・転⼊⼿続の
時間短縮
化を図るサービス。令和３年通常国
会において、法が改正され、ワンス
トップ化を図ることとされた。

P.63
オンラインによる転出届・転⼊（転
居） 予約予定連絡【おんらいんによ
るてんしゅつてんにゅうてんきょ よやくよ
ていれんらく】……個⼈番号カード所
持者が、マイナポータル等からオンライ
ンで転出届・転⼊（転居） 予約予
定連絡を⾏い、転⼊地市区町村
が、あらかじめ通知された転出証明
書情報（⽒名、⽣年⽉⽇、続柄、
個⼈番号、転出先、転出の予定年
⽉⽇等）により事前準備を⾏うこと
で、転出・転⼊⼿続の時間短縮化
を図るサービス。令和３年通常国会
において、法が改正され、ワンストップ
化を図ることとされた。

法令への対
応

第2回引越しワンストップサービス（⾃治
体）検討会（令和4年11⽉18⽇開催）
において、「転⼊（転居）予約」という表現
は実際に提供されるサービスとの齟齬がある
ため「予約」という表現から「予定連絡」という
表現に改めるとの説明がありました。そのため
本仕様書においても表現を予定連絡に統⼀
してはいかがでしょうか。

対応なし 同上

154

住基担
当課

第７章　⽤
語

ー ー ー 項⽬「お」に「オンラインによる転出
届・転⼊（転居）予約」と記載され
ている。

「転⼊（転居）予約」を「転⼊（転
居）予定連絡」と修正する。

業務精度の
向上

マイナポータルに⼊⼒した申請者あて送信さ
れるWebメールでは、「転⼊予定連絡」⼜は
「転居予定連絡」と表記されているため。

対応なし 同上

155

住基担
当課

第７章　⽤
語

ー ー ー 項⽬「お」の「オンラインによる転出
届・転⼊（転居）予約」本⽂中
に、「・・・転出届・転⼊（転居）予
約を⾏い、・・・」と記載されている。

「転⼊（転居）予約」を「転⼊（転
居）予定連絡」と修正する。

業務精度の
向上

マイナポータルに⼊⼒した申請者あて送信さ
れるWebメールでは、「転⼊予定連絡」⼜は
「転居予定連絡」と表記されているため。

対応なし 同上

98

住基担
当課

第３章　機
能要件

4　異動 4.1.1　転
⼊

4.1.1.3
特例転⼊
（オンライン
による転出
届・転⼊
（転

4.1.1.3 特例転⼊（オンラインによ
る転出届・転⼊（転居）予約

4.1.1.3 特例転⼊（オンラインによ
る転出届・転⼊（転居）予定連絡

法令への対
応

引越しOSSの転⼊･転居については｢予約｣
という表現から、｢予定連絡｣という表現に改
められたと認識している。
ついては、左記項⽬以外も含む全ての部分
において表現を改められたい。

対応なし 同上

108

住基担
当課

第３章　機
能要件

4　異動 4.1.1　転
⼊

4.1.1.3
特例転⼊
（オンライン
による転出
届・転⼊
（転
居））

表題P.39
4.1.1.3 特例転⼊（オンラインによ
る転出届・転⼊（転居）予約）

以下のとおり修正してはいかがか
タイトルP.39
4.1.1.3 特例転⼊（オンラインによ
る転出届・転⼊（転居） 予約予定
連絡）

法令への対
応

第2回引越しワンストップサービス（⾃治
体）検討会（令和4年11⽉18⽇開催）
において、「転⼊（転居）予約」という表現
は実際に提供されるサービスとの齟齬がある
ため「予約」という表現から「予定連絡」という
表現に改めるとの説明がありました。そのため
本仕様書においても表現を予定連絡に統⼀
してはいかがでしょうか。

対応なし 同上

144

住基担
当課

第３章　機
能要件

4　異動 4.1.1　転
⼊

4.1.1.3
特例転⼊
（オンライン
による転出
届・転⼊
（転

表題に「4.1.1.3 特例転⼊（オンラ
インによる転出届・転⼊（転居）予
約）」と記載されている。

「転⼊（転居）予約」を「転⼊（転
居）予定連絡」に修正する。

業務精度の
向上

マイナポータルに⼊⼒した申請者あて送信さ
れるWebメールでは、「転⼊予定連絡」⼜は
「転居予定連絡」と表記されているため。

対応なし 同上
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145

住基担
当課

第３章　機
能要件

4　異動 4.1.1　転
⼊

4.1.1.3
特例転⼊
（オンライン
による転出
届・転⼊
（転

本⽂中に「転⼊予約情報」と記載さ
れている。

「転⼊予約情報」を「転⼊予定連絡
情報」に修正する。

業務精度の
向上

マイナポータルに⼊⼒した申請者あて送信さ
れるWebメールでは、「転⼊予定連絡」と表
記されているため。

対応なし 同上

109

住基担
当課

第３章　機
能要件

4　異動 4.1.2　転
居

4.1.2.2
マイナポータ
ルからの転
居予約（オ
ンラインによ
る転出届・
転⼊（転
居））

表題P.41
4.1.2.2　マイナポータルからの転居
予約（オンラインによる転出届・転
⼊（転居））

以下のとおり修正してはいかがか
タイトルP.41
4.1.2.2　マイナポータルからの転居
 予約予定連絡（オンラインによる転
出届・転⼊（転居））

法令への対
応

第2回引越しワンストップサービス（⾃治
体）検討会（令和4年11⽉18⽇開催）
において、「転⼊（転居）予約」という表現
は実際に提供されるサービスとの齟齬がある
ため「予約」という表現から「予定連絡」という
表現に改めるとの説明がありました。そのため
本仕様書においても表現を予定連絡に統⼀
してはいかがでしょうか。

対応なし 同上

147

住基担
当課

第３章　機
能要件

4　異動 4.1.2　転
居

4.1.2.2
マイナポータ
ルからの転
居予約（オ
ンラインによ
る転出届・
転⼊（転
居））

表題に「4.1.2.2 マイナポータルから
の転居予約（オンラインによる転出
届・転⼊（転居）
予約）」と記載されている。

「転⼊（転居）予約」を「転⼊（転
居）予定連絡」に修正する。

業務精度の
向上

マイナポータルに⼊⼒した申請者あて送信さ
れるWebメールでは、「転⼊予定連絡」⼜は
「転居予定連絡」と表記されているため。

対応なし 同上

148

住基担
当課

第３章　機
能要件

4　異動 4.1.2　転
居

4.1.2.2
マイナポータ
ルからの転
居予約（オ
ンラインによ
る転出届・
転⼊（転
居））

本⽂中に「転居予約情報」と記載さ
れている。

「転居予約情報」を「転居予定連絡
情報」に修正する。

業務精度の
向上

マイナポータルに⼊⼒した申請者あて送信さ
れるWebメールでは、「転居予定連絡」と表
記されているため。

対応なし 同上

150

住基担
当課

第３章　機
能要件

4　異動 4.1.3　転
出

4.1.3.0.4
特例転⼊を
利⽤した転
出（オンラ
インによる転
出届・転⼊
（転

表題に「4.1.3.0.4 特例転⼊を利
⽤した転出（オンラインによる転出
届・転⼊（転居）予約）」と記載さ
れている。

「転⼊（転居）予約」を「転⼊（転
居）予定連絡」に修正する。

業務精度の
向上

マイナポータルに⼊⼒した申請者あて送信さ
れるWebメールでは、「転⼊予定連絡」⼜は
「転居予定連絡」と表記されているため。

対応なし 同上

153

住基担
当課

第３章　機
能要件

10 共通 10.9 マイナ
ポータル等と
の接続

ー 【対象事務】に「・転出届、・転居予
約、・転⼊予約」と記載されている。

「転居予約」を「転居予定連絡」、
「転⼊予約」を「転⼊予定連絡」に
修正する。

業務精度の
向上

マイナポータルに⼊⼒した申請者あて送信さ
れるWebメールでは、「転⼊予定連絡」⼜は
「転居予定連絡」と表記されているため。

対応なし 同上
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発出者
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143

住基担
当課

第１章 本
仕様書につ
いて

４．本仕
様書の内容

(2)標準準
拠の基準

ー 「（対象項⽬）」に「・4.1.1.3 特
例転⼊（オンラインによる転出届・
転⼊（転居）予約）」及び「・
4.1.3.0.4 特例転⼊を利⽤した転
出（オンラインによる転出届・転⼊
（転居）予約）」と記載がある。

「転⼊（転居）予約」を「転⼊（転
居）予定連絡」に修正する。

業務精度の
向上

マイナポータルに⼊⼒した申請者あて送信さ
れるWebメールでは、「転⼊予定連絡」⼜は
「転居予定連絡」と表記されているため。

対応なし 同上

128

住基担
当課

第１章 本
仕様書につ
いて

４．本仕
様書の内容

(2)標準準
拠の基準

「転⼊（転居）予約」 「転⼊（転居）予定連絡」に修正
する

住⺠サービス
の向上

「予約」という⽂⾔は来庁者が優先的に対応
されると勘違いされるため。また、マイナポータ
ル上にも「予約」という⾔葉は使われておりま
せん。
また、管轄外とは思いますがデジタル庁HPに
も「予約」という⽂⾔が使⽤されておりますの
で修正を要望します。

対応なし 同上

48

事業者 第３章　機
能要件

4　異動 4.1.1　転
⼊

4.1.1.2
再転⼊者

また、⽒名（⼜は⽒名のフリガナ）・
名（⼜は名のフリガナ）・性別・⽣
年⽉⽇の組み合わせが⼀致する者
がいた場合は、アラートを表⽰し、再
転⼊者として選択できること。

また、名（⼜は名のフリガナ）・性
別・⽣年⽉⽇の組み合わせが⼀致
する者がいた場合は、アラートを表⽰
し、再転⼊者として選択できること。

システム上の
理由

「⽒名（⼜は⽒名のフリガナ）」の条件は、
「名（⼜は名のフリガナ）」の条件でカバーす
ることができるため不要かと存じます。
また、婚姻等の理由で⽒を変更されている⽅
がいることを考えると、「名（⼜は名のフリガ
ナ）」で条件を統⼀する⽅がよいと考えます。

対応なし 対応なし。
名前のみとしてしまう場合、対象数が多い等の課題も
考えられる。⾃治体の判断にて組合せ内容は選択でき
ることとしているため、⾃治体において検討されたい。

8

事業者 第３章　機
能要件

4　異動 4.1.1　転
⼊

4.1.1.3
特例転⼊
（オンライン
による転出
届・転⼊
（転
居））

「マイナポータルで付された符号によ
り、転出証明書情報とひもづけて、」
と記載がある。

「マイナポータルで付された符号によ
り、転出証明書情報と⼿動でひもづ
けて、」に修正する。

業務精度の
向上

ひもづける⼿法を規定してはいかがか。 仕様書修正 転出証明書情報についても、「職員の⼿を介することな
く⾃動で、複数件を⼀括で取り込むことができる機能」と
する旨明記するとともに、⼀般市区町村においては、標
準オプション機能とする旨記載する。また、転⼊予約情
報は、転出証明書情報と紐付けて取り込むものである
ことから、⼀括取込みの対象とする。併せて、転居予約
情報についても、⼀括取込みの機能を追記する。
（補⾜）「4.1.3.0.4（特例転⼊を利⽤した転
出）」に記載の「職員の⼿を介することなく⾃動で⼀括
で取り込むこととは、〜」の記載を、「4.1.1.3特例転
⼊」に移動する。

79

第３章　機
能要件

4　異動 4.1.1　転
⼊

4.1.1.3
特例転⼊
（オンライン
による転出
届・転⼊
（転
居））

【実装不可機能】「特例転⼊を利⽤
した転出」への切り替えできること

【実装必須機能】「特例転⼊を利⽤
した転出」への切り替えができること

住⺠サービス
の向上

聞き取り項⽬で住⺠がマイナンバーカードの
所持有無を明確に覚えていない可能性があ
るため。家族の所持まで完全に把握された住
⺠が来庁するわけではないため。

対応なし 対応なし。
【考え⽅・理由】に記載の通り、「特例転⼊は住⺠の届
出⼿順が通常と異なり、住⺠記録システムの⼊⼝（メ
ニューやポータル）から分かれているのが⼀般的であり、
通常の業務フローであれば、最初に個⼈番号カード保
有の有無を確認することから、分科会における議論の結
果、⼿続途中で「特例転⼊を使⽤した転出」に切り替
えられる必要はないと判断」されたため。
また、全国照会版のアラート番号43において「個⼈番
号カード保有者が特例転⼊を利⽤した転出でない転
出をする場合」にアラートを出すこととしているため活⽤さ
れたい。
※令和4年度夏全国照会#3より引⽤
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78

第３章　機
能要件

4　異動 4.1.1　転
⼊

4.1.1.3
特例転⼊
（オンライン
による転出
届・転⼊
（転

【実装必須機能】なお、郵送等によ
る特例転⼊の場合

【実装必須機能】なお、郵送等によ
る転出の特例転⼊の場合

法令への対
応

転⼊は来庁によると住⺠基本台帳法にある
が、郵送も可能か。

仕様書修正 以下に修⽂する。
「なお、郵送等により転出届が提出された場合の特例
転⼊においては、転出証明書情報のみを基に印字した
うえで出⼒できること」
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住基担
当課

第３章　機
能要件

4　異動 4.1.1　転
⼊

4.1.1.3
特例転⼊
（オンライン
による転出
届・転⼊
（転
居））

申請管理機能から転⼊予約の取消
申請を受理した場合、マイナポータル
で付された受付番号を⽤いて、対応
する転⼊予約情報を削除できるこ
と。

申請管理機能から転⼊予約の取消
申請を受理した場合、住⺠記録シ
ステムまで送信し、マイナポータルで
付された受付番号を⽤いて、対応す
る転⼊予約情報とひもづけたうえ、
削除できること。

業務効率の
向上

転⼊予約情報だけではなく、転⼊予約の取
消申請も住⺠記録システムまで連携すること
はできないのか。住⺠記録システムまで連携
できない場合は、申請管理システムを確認し
たのちに、住⺠記録システムで検索して削除
しなければならない。処理の⼯程数を減らし、
処理時間を短縮するためにもご検討いただき
たい。

対応なし 既に対応済み。
当該機能は、前提として住⺠記録システムにおいて取
消申請を受理した場合の機能を記載しているため、ご
要望の機能は既に満たされているもの。
共通機能における申請管理機能を経由して当該情報
を取得すれば、⾃動で住⺠記録システムまで連携でき
る想定。
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住基担
当課

第３章　機
能要件

4　異動 4.1.3　転
出

4.1.3.0.4
特例転⼊を
利⽤した転
出（オンラ
インによる転
出届・転⼊
（転
居））

申請管理機能から転出届の取消申
請を受理した場合、既に転出処理
を実施済みであるものの、住⺠票消
除前においては、処理済みの情報を
削除できること。

申請管理機能から転出届の取消申
請を受理した場合、住⺠記録システ
ムまで送信し、マイナポータルで付さ
れた受付番号を⽤いて、対応する転
出届とひもづけたうえ、既に転出処
理を実施済みであるものの、住⺠票
消除前においては、処理済みの情
報を削除できること。

業務効率の
向上

転出届だけではなく、転出届の取消申請も
住⺠記録システムまで連携することはできな
いのか。住⺠記録システムまで連携できない
場合は、申請管理システムを確認したのち
に、住⺠記録システムで検索して申請の削
除や異動の取消を⾏わなければならない。ま
た、転出届と取消申請がひもづくことで、すで
に取消申請のある転出届を処理するのを防
ぐことができると考えるため検討いただきたい。

対応なし 同上
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住基担
当課

第３章　機
能要件

4　異動 4.1.2　転
居

4.1.2.2
マイナポータ
ルからの転
居予約（オ
ンラインによ
る転出届・
転⼊（転
居））

なし 申請管理機能から転居予約の取消
申請を受理した場合、住⺠記録シ
ステムまで送信し、マイナポータルで
付された受付番号を⽤いて、対応す
る転居予約情報とひもづけたうえ、
削除できること。

業務効率の
向上

転居予約情報だけではなく、転居予約の取
消申請も住⺠記録システムまで連携すること
はできないのか。
また、政令で定める期間経過後の転出証明
書情報の消去に準じた期間経過後に消去
できるだけではなく、取消申請があった場合に
も最終的には転居予約情報を削除するフ
ローになると思われるため、仕様として追加で
きるよう検討いただきたい。

対応なし 既に対応済み。
 「4.1.2.2マイナポータルからの転居予約（オンラインに

よる転出届・転⼊（転居）予約）」の【実装必須機
能】に「申請管理機能から転居予約の取消申請を受
理した場合、マイナポータルで付された受付番号を⽤い
て、対応する転居予約情報を削除できること。」と規定
されている。
なお、共通機能における申請管理機能を経由して当
該情報を取得すれば、⾃動で住⺠記録システムまで連
携できる想定。
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住基担
当課

第３章　機
能要件

4　異動 4.1.1　転
⼊

4.1.1.3
特例転⼊
（オンライン
による転出
届・転⼊
（転
居））

特例転⼊時に、取り込んだ転出証
明書情報及び転⼊予約情報を基に
転⼊等の⼊⼒処理ができること。
その際、転出証明書情報及び転⼊
予約情報に基づき作成された転⼊
等に必要な情報について修正が必
要な場合には、適宜修正を⾏えるこ
と。

特例転⼊時に、取り込んだ転出証
明書情報及び転⼊予約情報を基に
転⼊等の⼊⼒処理ができること。
その際、転出証明書情報及び転⼊
予約情報に基づき作成された転⼊
等に必要な情報について修正が必
要な場合には、適宜修正及び保存
を⾏えること。保存された内容は⼀
覧で表⽰ができ、異動者を選択でき
ること。

業務効率の
向上

転⼊届が提出される前の事前準備の段階で
⼊⼒した転⼊等について必要な情報につい
ても、転⼊届と同様に保存できることが必要
である。考え⽅にも仮登録に移⾏するとある
ため、保存してあることが前提であるかと思う
ので、保存を明記していただきたい。また、⼊
⼒した内容について⼀覧で表⽰する際に異
動者の⽒名を表⽰できることが重要である。
現⾏のシステムでは、⼊⼒途中のデータを⼀
時的に保存することができるが、⼀覧で表⽰
する際に異動者ではなく、処理した職員の名
前のみ表⽰がされており、バックヤードで同⼀
職員が処理したものだと異動者の⾒分けがつ
かない。なので、異動者の名前で表⽰するこ
とが必要である。

対応なし 現在の記載で読み込み可。
以下のとおり要件として記載があるため、保存については
実施可能。
「その際、転出証明書情報及び転⼊予約情報に基づ
き作成された法第24条の２第３項の規定に基づく通
知がされた場合の転⼊届に必要な情報について修正が
必要な場合には、適宜修正及び保存を⾏えること。」
なお、画⾯表⽰については本仕様書の対象外。
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住基担
当課

第３章　機
能要件

4　異動 4.1.1　転
⼊

4.1.1.3
特例転⼊
（オンライン
による転出
届・転⼊
（転
居））

マイナポータル等から申請管理機能
に送信された転⼊予約情報のうち、
来庁予定⽇、来庁場所、届出⼈⽒
名、届出⼈連絡先、新しい世帯主
⽒名、転⼊する他の世帯員の⽒名
及び新しい世帯主との続柄につい
て、申請管理機能から取得し、マイ
ナポータルで付された符号により、転
出証明書情報とひもづけて、住⺠の
データとは別に住⺠記録システムへ
取り込むことができること。

左記に追加
転出証明書情報についてマイナポー
タル等からの特例転⼊と、郵送等に
よる特例転⼊で、どちらの申請に基
づいて作成された情報か⾒分けがつ
くこと。

業務精度の
向上

現⾏は、転⼊予約情報が住⺠記録システム
まで連携されていないため、⼀覧で表⽰され
る転出証明書情報についてマイナポータル等
からの申請に基づいて作成されたものか、郵
送や窓⼝の届出に基づいて作成されたものか
⾒分けがつかない。実際にマイナポータルから
申請があったかの判断は、住⺠記録システム
とは別に申請管理システムにて確認をしなけ
ればならず、これまでの特例転⼊を利⽤した
⽅よりマイナポータル等を利⽤した⽅の処理
時間が増加している。転⼊予約情報(⼀部)
と転出証明書情報がひもづくことで、マイナ
ポータル等で申請した⽅とそうでない⽅の⾒
分けが住⺠記録システム上で判断できるので
あれば、申請管理システムでの確認が不要と
なるため、処理時間を短縮することが可能で
あり、ご検討いただきたい。

対応なし 現在の記載で読み込み可。
マイナポータル等で申請された転出証明書情報は、マイ
ナポータルで付された番号が管理されているため⾒分け
ることは可能であると想定。
なお、画⾯上の表⽰については標準仕様書の対象外
である。
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住基担
当課

第３章　機
能要件

4　異動 4.1.1　転
⼊

4.1.1.3
特例転⼊
（オンライン
による転出
届・転⼊
（転
居））

また、新しい世帯主及び続柄が転⼊
予約情報として取得できない場合、
転⼊届に印字する新しい世帯主⽒
名及び転⼊するほかの世帯員の続
柄に関しては転出証明書情報により
通知された情報を引⽤し、印字した
上で出⼒できること。

削除 住⺠サービス
の向上

世帯全員が転⼊する場合であっても、申請
者は世帯主との親⼦関係の有無などを考慮
せずに⼊⼒する場合が考えられ、その場合転
出証明書情報を参照しなければ、誤った申
出どおりに住⺠票を登録してしまう可能性が
ある。また、異動処理に必要な項⽬におい
て、転⼊予定連絡の情報を優先して参照す
るものはないため（オンラインによる転出・転
⼊（転居）予約地⽅公共団体向けガイド
ライン参照）転⼊予定連絡はあくまで参照
資料という位置づけで転出証明書情報とは
別に管理すべきと考える。

対応なし 現在の記載で読み込み可。
以下要件のとおり、世帯全員が転⼊する場合は、新し
い世帯主及び続柄は転⼊予約情報として連携されな
いため、転出証明書情報が引⽤されることと既になって
いる（⼀部転⼊の場合は、転出証明書の情報を引き
継げないことから、転⼊予約情報を使⽤するといった取
り扱い）。
「また、新しい世帯主及び続柄が転⼊予約情報として
取得できない場合（世帯全員が転⼊する場合）、転
⼊届に印字する新しい世帯主⽒名及び転⼊する他の
世帯員の続柄については、転出証明書情報により通知
された情報を引⽤し、印字した上で出⼒できること。」
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住基担
当課

第３章　機
能要件

4　異動 4.1.1　転
⼊

4.1.1.3
特例転⼊
（オンライン
による転出
届・転⼊
（転
居））

転出証明書情報とひもづけて、住⺠
データとは別に住⺠記録システムへ
取り込むことができること。

転出証明書情報とひもづけて、住⺠
データとは別に住⺠記録システムへ
取り込むことができること。また、取り
込んだ転出証明書情報と転⼊予定
連絡はそれぞれを個別に出⼒できる
こと。

業務効率の
向上

現⾏の引越ＯＳＳ運⽤でマイナポータルや
申請管理システムから出⼒している転⼊予
定連絡には、異動処理に必要な項⽬だけで
なく、印鑑登録希望や関係部署への⼿続の
有無などが印字されているため、異動処理に
必要な項⽬だけを転出証明書情報と転⼊
予定連絡からピックアップするだけでは不⼗分
と考える。また、異動処理に必要な項⽬にお
いて、転⼊予定連絡の情報を優先して参照
するものはないため（オンラインによる転出・
転⼊（転居）予約地⽅公共団体向けガイ
ドライン参照）転⼊予定連絡はあくまで参照
資料という位置づけで個別に管理すべきと考
える。

対応なし 対応なし。
住⺠記録システムにおいては、異動処理に必要な項⽬
だけ取得（「転⼊予約情報のうち、来庁予定⽇、来庁
場所、届出⼈⽒名、届出⼈連絡先、新しい世帯主⽒
名、転⼊する他の世帯員の⽒名及び新しい世帯主との
続柄について、申請管理機能から取得」）することを想
定しているため、紐付けて出⼒することとして問題ないと
想定する。
また、他業務システムには、住⺠記録システムから連携
するのではなく申請管理機能から直接連携がなされる
ため、住⺠記録システムにおいて異動処理に必要な項
⽬以外を保持する必要はない。
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住基担
当課

第３章　機
能要件

4　異動 4.1.1　転
⼊

4.1.1.3
特例転⼊
（オンライン
による転出
届・転⼊
（転
居））

転⼊予約情報により取得した、来庁
予定⽇及び来庁場所の情報によ
り、来庁予定⽇及び来庁予定場所
ごとの来庁予定者リストを作成できる
こと。

転⼊予約情報により取得した、来庁
予定⽇及び来庁場所の情報によ
り、来庁予定⽇及び来庁予定場所
ごとの来庁予定者リストをシステム上
表⽰し、任意に印刷できること。ま
た、来庁済であるなどの符号(フラグ)
を⼊⼒できること。

業務効率の
向上

来庁予定者リストはEUCなどの出⼒でなく、
システム上表⽰できるようにすることでペーパレ
ス化を図るべき。ただし、⾃治体の状況により
紙リスト管理も出来るよう出⼒機能は残して
おくことが望ましい。
また、来庁状況などをリアルタイムで共有する
ことで、管理効率の向上が図れる。

対応なし 現在の記載で読み込み可。
「作成できる」とは、システム上⼀覧を表⽰できることも
含めて記載している。
また、住⺠記録システムにおける機能としては来庁者の
予定を確認できることまでを想定しており、来庁状況等
の連携についてはいわゆる「総合窓⼝」機能として考え
ることから住⺠記録システムの対象外である。
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住基担
当課

第３章　機
能要件

4　異動 4.1.2　転
居

4.1.2.2
マイナポータ
ルからの転
居予約（オ
ンラインによ
る転出届・
転⼊（転
居））

転居予約情報により取得した、来庁
予定⽇及び来庁場所の情報によ
り、来庁予定⽇及び来庁予定場所
ごとの来庁予定者リストを作成できる
こと。

転居予約情報により取得した、来庁
予定⽇及び来庁場所の情報によ
り、来庁予定⽇及び来庁予定場所
ごとの来庁予定者リストをシステム上
表⽰し、任意に印刷できること。ま
た、来庁済であるなどの符号(フラグ)
を⼊⼒できること。

業務効率の
向上

来庁予定者リストはEUCなどの出⼒でなく、
システム上表⽰できるようにすることでペーパレ
ス化を図るべき。ただし、⾃治体の状況により
紙リスト管理も出来るよう出⼒機能は残して
おくことが望ましい。
また、来庁状況などをリアルタイムで共有する
ことで、管理効率の向上が図れる。

対応なし 同上
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住基担
当課

第３章　機
能要件

4　異動 4.1.1　転
⼊

4.1.1.3
特例転⼊
（オンライン
による転出
届・転⼊
（転

(新規追加) 受信した転出証明書情報を⼀覧で
表⽰できること。また、識別符号(フラ
グ)や処理ステータスを⼊⼒できるこ
と。

業務効率の
向上

届出書のプレプリントや届出内容補正、関連
⼿続確認などの処理がどこまで完了したのか
をシステム上メモしておくことで、事前準備処
理漏れを防ぐことが出来ると考えられるため。

対応なし 対応なし。
住⺠記録システムにおける機能としては来庁者の予定
を確認できることまでとしており、当該機能のような市区
町村によって必要性が⼤きく分かれる機能については標
準仕様書として規定しない。
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住基担
当課

第３章　機
能要件

4　異動 4.1.2　転
居

4.1.2.2
マイナポータ
ルからの転
居予約（オ
ンラインによ
る転出届・
転⼊（転
居））

(前略)申請管理機能から取得し、
住⺠のデータとは別に住⺠記録シス
テムへ取り込み、届出⼈について、
カード⽤利⽤者証明⽤電⼦証明書
シリアル番号により該当する住⺠を
特定することができること。

(前略)申請管理機能から取得し、
住⺠のデータとは別に住⺠記録シス
テムへ取り込み、届出⼈について、
カード⽤利⽤者証明⽤電⼦証明書
シリアル番号により該当する住⺠を
特定することができること。また、申請
管理機能から取得した情報を⼀覧
で表⽰できること。届出⼈ごとに識別
符号(フラグ)や処理ステータスを⼊
⼒できること。

業務効率の
向上

届出書のプレプリントや届出内容補正、関連
⼿続確認などの処理がどこまで完了したのか
をシステム上メモしておくことで、事前準備処
理漏れを防ぐことが出来ると考えられるため。

対応なし 同上



住⺠記録システム標準仕様書　全国意⾒照会結果（詳細） 参考資料４

対象章 項番① 項番② 項番③ 区分 理由 対応 理由

最終⽅針
修正前 修正後

修正案、ご意⾒の理由No
意⾒詳細

発出者
対象資料

105

住基担
当課

第３章　機
能要件

4　異動 4.1.3　転
出

4.1.3.0.4
特例転⼊を
利⽤した転
出（オンラ
インによる転
出届・転⼊
（転
居））

(前略)申請管理機能（「共通機能
標準仕様書」参照）から取得し住
⺠記録システムへ取り込み、届出⼈
について、カード⽤利⽤者証明⽤電
⼦証明書シリアル番号により該当す
る住⺠を特定することができること。

(前略)申請管理機能（「共通機能
標準仕様書」参照）から取得し住
⺠記録システムへ取り込み、届出⼈
について、カード⽤利⽤者証明⽤電
⼦証明書シリアル番号により該当す
る住⺠を特定することができること。ま
た、申請管理機能から取得した情
報を⼀覧で表⽰できること。届出⼈
ごとに識別符号(フラグ)や処理ステー
タスを⼊⼒できること。

業務効率の
向上

転出⼊⼒などの処理がどこまで完了したのか
をシステム上メモしておくことで、処理漏れを防
ぐことが出来ると考えられるため。

対応なし 同上

146

住基担
当課

第３章　機
能要件

4　異動 4.1.1　転
⼊

4.1.1.3
特例転⼊
（オンライン
による転出
届・転⼊
（転
居））

本⽂中に「申請管理機能（「共通
機能標準仕様書」において規定する
申 請 管 理 機 能 を い う 。 以 下 同
じ。）」と記載されている。

「申請管理機能」を「マイナポータル
申請管理機能」に修正する。

システム上の
理由

「共通機能標準仕様書」において「申請管
理機能とは、申請者が申請⼿続等を⾏うシ
ステム（マイナポータルその他のオンライン申
請システム（以下「マイナポータル等」とい
う。））と標準準拠システムの間を連携する
機能である。」と規定されているが、「⾃治体
独⾃の申請管理システム」も「マイナポータル
等と標準準拠システムの間を連携する機能」
として存在しており、連携する機能が何を⽰し
ているかを明確にするため

対応なし 対応なし。
オンラインによる転出届・転⼊（転居）予約において
は、令和５年２⽉からのサービスインの段階では「マイナ
ポータル申請管理機能」を使⽤いただいているが、標準
化後は、申請管理機能（⼜は経過措置として申請管
理システム）を使⽤する想定であるため、現⾏の記載
を維持する。

149

住基担
当課

第３章　機
能要件

4　異動 4.1.2　転
居

4.1.2.2
マイナポータ
ルからの転
居予約（オ
ンラインによ
る転出届・
転⼊（転
居））

本⽂中に「申請管理機能（「共通
機能標準仕様書」参照）」と記載さ
れている。

「申請管理機能」を「マイナポータル
申請管理機能」に修正する。

システム上の
理由

「共通機能標準仕様書」において「申請管
理機能とは、申請者が申請⼿続等を⾏うシ
ステム（マイナポータルその他のオンライン申
請システム（以下「マイナポータル等」とい
う。））と標準準拠システムの間を連携する
機能である。」と規定されているが、「⾃治体
独⾃の申請管理システム」も「マイナポータル
等と標準準拠システムの間を連携する機能」
として存在しており、連携する機能が何を⽰し
ているかを明確にするため

対応なし 同上

151

住基担
当課

第３章　機
能要件

4　異動 4.1.3　転
出

4.1.3.0.4
特例転⼊を
利⽤した転
出（オンラ
インによる転
出届・転⼊
（転
居））

本⽂中に「申請管理機能（「共通
機能標準仕様書」参照）」と記載さ
れている。

「申請管理機能」を「マイナポータル
申請管理機能」に修正する。

システム上の
理由

「共通機能標準仕様書」において「申請管
理機能とは、申請者が申請⼿続等を⾏うシ
ステム（マイナポータルその他のオンライン申
請システム（以下「マイナポータル等」とい
う。））と標準準拠システムの間を連携する
機能である。」と規定されているが、「⾃治体
独⾃の申請管理システム」も「マイナポータル
等と標準準拠システムの間を連携する機能」
として存在しており、連携する機能が何を⽰し
ているかを明確にするため

対応なし 同上
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152

住基担
当課

第３章　機
能要件

10 共通 10.9 マイナ
ポータル等と
の接続

ー 本⽂中に「申請管理機能」と記載さ
れている。

「申請管理機能」を「マイナポータル
申請管理機能」に修正する。

システム上の
理由

「共通機能標準仕様書」において「申請管
理機能とは、申請者が申請⼿続等を⾏うシ
ステム（マイナポータルその他のオンライン申
請システム（以下「マイナポータル等」とい
う。））と標準準拠システムの間を連携する
機能である。」と規定されているが、「⾃治体
独⾃の申請管理システム」も「マイナポータル
等と標準準拠システムの間を連携する機能」
として存在しており、連携する機能が何を⽰し
ているかを明確にするため

対応なし 同上

80

第３章　機
能要件

4　異動 4.2　職権 4.2.0.4
⼾籍届出・
通知⽇

記載なし 【実装必須機能】⼾籍届出⼜は⼾
籍通知に基づく職権による住⺠票の
記載は⾃動で連携すること

外部機関へ
の対応

⼾籍附票記載事項通知は連携により住⺠
票が記載可能となるが、⼾籍届出は⼿動で
の⼊⼒が残ってしまい、職員による誤記の可
能性が残るため⾃動で連携可能としたい。

対応なし 対応なし。
⾃市区町村の⼾籍窓⼝に⼾籍届出が出された場合の
運⽤については、デジタル⼿続法施⾏後も運⽤は変わ
らないため。

81

第３章　機
能要件

4　異動 4.2　職権 4.2.0.5
申出を受け
た職権記載
等

法務省との連携の記載が必要 外部機関へ
の対応

住⺠票の記載事項に外国⼈の項⽬があり、
連携必須となっているため。

対応なし 既に対応済み。
 「4.5.7市町村通知・市町村伝達の送信」にて記載が

ある。

15

住基担
当課

第３章　機
能要件

4　異動 4.2　職権 4.2.0.7.
CSから受信
した住⺠票
コード照会
通知の取込

「当⾯、システム処理の便宜上、経
過措置として、⽂字情報基盤⽂字
によるデータとともに、変換可能⽂字
によるデータを併⽤することを許容し
ている。」と記載がある。

当該記載を削除し、変換可能⽂字
によるデータ併⽤の経過措置を廃⽌
する。

住⺠サービス
の向上

MJ+が整備されるのであれば、変換可能⽂
字を利⽤するメリットがほとんどなくなるため、
当該経過措置は不要と考える。また、不要
であるだけでなく、廃⽌することで住⺠にとって
もメリットがある。すべての⾃治体で変換可能
⽂字を⽤いずにMJ+を⽤いることとすれば、
転出⼊のたびに⽒名の⽂字が微妙に変わる
ことがなくなるため。
※標準仕様書への意⾒ではないが、MJ+が
整備されるのであれば、むしろ標準化前の既
存の住⺠記録システムに「変換可能⽂字」を
備えさせるべきではないか。

対応なし 現時点では対応なし。
デジタル庁にて検討している現時点での⽂字要件とし
て、経過措置として変換可能⽂字としての所持も認め
ていることから、当該記載を残している。

106

第３章　機
能要件

4　異動 4.2　職権 4.2.0.7.
CSから受信
した住⺠票
コード照会
通知の取込

CSから受信した住⺠票コード照会
通知の取込

実装必須機能へ変更 業務効率の
向上

オプション機能への変更理由が件数はあまり
多くないと想定されるため。とあるが、
現在の処理状況から考えてもデジタル⼿続
法施⾏後も⼀定程度発⽣すると思われる。
どの位の件数を想定しているか。⽇ごと（⽉
ごと）に提⽰いただきたい。⼀般市区町村で
は⼿動で対応できても、⼤中規模⾃治体で
は業務に⽀障が出る可能性はないのか。もし
あるのであれば、⾃治体の規模ごとに区別す
べきでは無いか。

対応なし 対応なし。
住⺠票コード照会通知は、⼾籍附票記載事項通知が
住所地側から通知されない場合に、通知を依頼する意
味合いで送付するものであり、常時利⽤されるものでは
ないため、これを取込む機能もオプション機能として差し
⽀えないものと考える。
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82

第３章　機
能要件

4　異動 4.2　職権 4.2.0.7.
CSから受信
した住⺠票
コード照会
通知の取込

【対象事務】転出取消、転居取消を
追記

住⺠サービス
の向上

転出取消、転居取消共にマイナポータルで申
請可能項⽬であるのに実装必須機能に含ま
れていないため。2/6の運⽤開始以降、現在
職員の事務が煩雑を招いてしまっている。

対応なし 既に対応済み。
 「4.1.1.3特例転⼊（オンラインによる転出届・転⼊

 （転居）予約）」、「4.1.2.2マイナポータルからの転
居予約（オンラインによる転出届・転⼊（転居）予

 約）」及び「4.1.3.0.4特例転⼊を利⽤した転出（オ
ンラインによる転出届・転⼊（転居）予約）」にて既に
取消申請についても規定している。

77

第３章　機
能要件

4　異動 ー 4.0.8　審
査・決裁

【仮登録】他課から仮登録中のデー
タが参照ができないようにする。

【仮登録】・他課は該当者が仮登録
前のデータが参照できかつ、仮登録
中であることが分かるようにエラー表
⽰が出されること

業務精度の
向上

他課より住⺠票記載の状況確認の連絡があ
るため、他課でもシステム上仮登録であること
が判明する必要があると思われる。

対応なし 対応なし。
誤った情報の連携につながらないよう、過去の情報の参
照は⾏わない。なお、参照できない場合は仮登録中で
あることが判明することが想定される。

10

事業者 第３章　機
能要件

4　異動 ー 4.0.8　審
査・決裁

証明書発⾏時には、住⺠記録シス
テムや他業務システム、また、証明
書のコンビニ交付や広域交付におい
て、仮登録前及び仮登録中のデー
タに基づく証明書は発⾏できないよう
にする。

証明書発⾏時には、住⺠記録シス
テムや証明書のコンビニ交付や広域
交付において、仮登録前及び仮登
録中のデータに基づく証明書は発⾏
できないようにする。

業務精度の
向上

他業務システムにおいて、住⺠記録システム
の仮登録中の対象者の証明書（税証明
等）が発⾏できないことは、運⽤上問題があ
ると想定するため。
「他業務システム」の記載を残すようであれ
ば、その具体的な内容について記載していた
だきたい。

対応なし 対応なし。
住⺠記録システムにおいて、住⺠としての本登録が完
了していない者に関する他業務システムの証明書が発
⾏できることは、運⽤上想定されないため。

3

事業者 第３章　機
能要件

5　証明 5.8　⽂字
溢れ対応

ー デフォルトで該当項⽬を限界まで出
⼒するか、該当項⽬を空⽩で出⼒
するかを選択でき、出⼒時に変更す
ることもできること。

デフォルトで該当項⽬を限界まで出
⼒するか、該当項⽬を空⽩で出⼒
するかを選択できること。

業務精度の
向上

⽂字溢れしたときの後処理は、⼿書きする
か、コピー機を使って調製するかのどちらかで
す。発⾏時の画⾯操作で空⽩出⼒を選択
できると誤って空欄のまま証明書出⼒できる
ため、機能としては実装しない⽅が適切と考
えます。

対応なし 対応なし。
デフォルトで選択できるのみであると、空⽩で出⼒したい
（⼿書きで対応したい）際に変更が⼿間になると想定
するため、出⼒時にも選択できることとする。

66

情報政
策担当
課

第３章　機
能要件

7　連携 7.1.2 番
号連携

7.1.2.3
団体内統
合宛名番
号の付番依
頼及び中間
サーバーへ
の副本情報
登録機能

中間サーバーから取得したURLを元
にHTTP ダウンロードする場合は、団
体内統合宛名機能を経由せず連
携すること。

なお、中間サーバーから取得した
URLを元にHTTPダウンロードする場
合は、団体内統合宛名機能を経由
せずに連携することも可とする。

システム上の
理由

共通機能標準仕様書においては、中間サー
バーシステム・ソフトウェア関連仕様書に規定
されているインターフェースは、団体内統合宛
名機能を経由するとされており、現状の記載
では経由しない⽅法しか認められていないた
め、経由を認めない理由にはならないと考え
る。

対応なし 標準準拠システムと中間サーバーの連携は、原則、団
体内統合宛名機能を経由することとしておりますが、中
間サーバーから取得したURLから直接ダウンロードする
⽅式については、「中間サーバーシステム・ソフトウェア関
連仕様書」に規定されたインターフェイスではないため、こ
の度、追記をしたものです。また、共通機能標準仕様
書においても、今後の改定において、同様の記載を追
記する予定です。
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39

住基担
当課

第３章　機
能要件

10 共通 10.7　印
刷

ー オンラインによる転⼊（転居）予約
の事前準備として住⺠票交付申請
書の⼀部項⽬を印字して印刷する
必要がある。レイアウトも含めて⽰さ
れたい。

法令への対
応

オンラインによる転⼊（転居）予約の事前
準備に対応するため

対応なし 対応なし。
「多くの⾃治体において住⺠記録システムから出⼒する
とは限らない様式・帳票については規定しないこととし
た。」と規定しているとおり、住⺠記録システム標準仕様
書の対象外。

 なお、「20.3.1法第24条の２第３項の規定に基づく
通知がされた場合の転⼊届/転居予約を利⽤した転居
届」の【標準オプション機能】にて、「法第24条の２第３
項の規定に基づく通知がされた場合の転⼊届⼜は転
居予約を利⽤した転居届について、次に⽰すレイアウト
に従い、実装必須機能に⽰した項⽬をCSV形式により
データ出⼒できること。」としているため、当該機能を活
⽤されたい。

40

住基担
当課

第３章　機
能要件

10 共通 10.7　印
刷

ー オンラインによる転⼊（転居）予約
の事前準備として、異動届出書と住
⺠票交付申請書と印鑑登録申請
書とマイナンバー券⾯記載変更届な
どを⼀括印刷する機能が必要であ
る。

業務効率の
向上

少なくとも左に記載した帳票については国から
⽰された「オンラインによる転出届・転⼊（転
居）予約　地⽅公共団体向けガイドライン」
に記載されている事前準備として必要なもの
であり、多くの市町村で⼀つの課で対応して
いるものと思われる。その帳票ごとに１つずつ
のシステムを⽴ち上げたりするのは⾮効率と考
えるため

対応なし 対応なし。
複数のシステムにおける帳票を⼀括で印刷する機能等
はいわゆる「総合窓⼝」機能にあたり、住⺠記録システ
ム標準仕様書の対象外。

41

住基担
当課

第３章　機
能要件

10 共通 10.7　印
刷

ー 各種証明書について、公印を省略し
て印字することも可能とする。

住⺠サービス
の向上

本市では出張所にシステム端末及びプリンタ
を設置し証明発⾏を⾏っている。その上でネッ
トワーク障害のリスクを考慮し、FAX機も設置
しており、障害発⽣時には本庁で印刷した証
明書（公印なし）をFAXし、出張所で公印
を押印したものを交付している。住⺠が本庁
や別の出張所に出向かずにすむためにも実
装してもらいたい。

対応なし 既に対応済み。
 「5.6公印・職名の印字」の【実装必須機能】において、

「システムから出⼒される公印印字に対応する証明書
等には、証明書ごとに、（中略）、公印印字の有無
（中略）を選択できること。」と規定されている。

84

住基担
当課

第３章　機
能要件

10 共通 10.8
CSV形式の
データの取
込

ー 個⼈番号カード券⾯事項に加えて
在留カード券⾯事項及び特別永住
者証明書券⾯事項を追加すべきで
あるとの意⾒もあったが、在留カード
券⾯事項及び特別永住者証明書
券⾯事項については、テキストデータ
として取り込む仕様となっていないた
め、標準オプション機能とした。

個⼈番号カード券⾯事項に加えて
在留カード券⾯事項及び特別永住
者証明書券⾯事項を追加すべきで
あるとの意⾒もあったが、在留カード
券⾯事項及び特別永住者証明書
券⾯事項については、テキストデータ
として取り込む仕様となっていないた
め、機能としては不要とした。

誤記対応。
修正前の⽂⾔だと、「在留カード券⾯事項及
び特別永住者証明書券⾯事項」を「標準オ
プション」とする説明となっているため。

対応なし 対応なし。
在留カード及び特別永住者証明書のICチップ内にある
券⾯情報のCSVデータ取込も標準オプション機能として
定義しているため当該記載は残している。

24

事業者 第３章　機
能要件

10 共通 10.8
CSV形式の
データの取
込

「異動処理等を⾏う際、CSV 形式
で提供された以下のデータを取り込
めること。その際、任意の⽅法で
CSV 形式になったデータを取り込む
ことができればよい」と記載がある。

「CSV形式のデータの取り込み結果
を、転⼊の異動⼊⼒⽤画⾯の各項
⽬に⾃動⼊⼒できること。」を追加、
もしくは実装オプションとして追加す
る。

業務効率の
向上

転出証明書のQRコードの読み取りは実装必
須機能となっているが、読み取り結果をどのよ
うに利⽤するかを含めて記載したほうがよいた
め。転⼊の異動⼊⼒画⾯での⼊⼒⼯数削
減が期待できる。

対応なし 現在の記載で読み込み可。
転出証明書情報についてCSV形式で取り込む⽤途と
しては、異動処理に活⽤することと想定されるため。
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11

住基担
当課

第３章　機
能要件

10 共通 10.8
CSV形式の
データの取
込

「住⺠異動届に記載のデータ」の
CSV取込が【実装必須機能】から
【標準オプション機能】に移⾏した。

「・住⺠異動届に記載のデータ」の
CSV取込を【実装必須機能】のまま
とする。

業務効率の
向上

窓⼝DXSaaS等の普及促進や、将来的な
転⼊届のオンライン化を考慮すると、住⺠異
動届の取込機能のインタフェースについては、
標準化しておくべきと考えるため。
本機能を標準機能とすれば、窓⼝DXSaaS
等で作成した住⺠異動届のデータを標準住
⺠記録システムに取り込むことが容易にでき
る。住⺠異動届内容の取込⽅法としては、
RPAも考えられるが、処理速度の⾯でデータ
連携の⽅が有利である。住⺠異動届は窓⼝
で受け付けたものを１件１件即時で処理す
る必要があるため、ある程度以上の規模の⾃
治体にとっては、そもそもRPAに向いている事
務ではない。以上から、csv等によるデータ連
携ができることを標準とすることで、窓⼝
DXSaas等の導⼊による効果を⼤きくするこ
とにつながる。
また、将来的に転⼊届のオンライン化が実現
すると、オンラインによる転⼊届の取込は【実
装必須機能】という位置づけになると推察す
る。その際、窓⼝で作成する住⺠異動届の
取込インタフェースを各ベンダごとの仕様として
いると、オンライン⽤と窓⼝⽤の２つのインタ
フェースを管理することになり、⾮効率。

対応なし 対応なし。
転⼊・転居届については既にOSSの機能を⽤いて実施
可能であり、その他の異動届についても、将来的にオン
ライン化がなされたタイミングでOSSと同様にインター
フェースが定まり、申請管理機能との連携機能の定義
が想定されるため、現時点で対応はしない。

118

住基担
当課

第３章　機
能要件

10 共通 10.9 マイナ
ポータル等と
の接続

ー 【対象事務】
・転出届
・転居予約
・転⼊予約

左記に追加
・転出届取消
・転居予約取消
・転⼊予約取消

業務効率の
向上

各取消申請が住⺠記録システムまで連携さ
れないと、申請管理システムと住⺠記録シス
テムの両⽅の確認作業が発⽣し処理時間が
⻑くなる。転出届、転居予約、転⼊予約の
申請情報が住⺠記録システムに取り込まれ
るなら、各取消申請も同様に取り込まれる必
要があると考えるため検討いただきたい。

対応なし 現在の記載で読み込み可。
転出届・転居予約・転⼊予約のそれぞれについてマイナ
ポータル等との接続の対象事務としていることは、⾃動
的に取消しについても対象となる。

18

住基担
当課

第３章　機
能要件

10 共通 10.9 マイナ
ポータル等と
の接続

「申請管理機能がマイナポータルぴっ
たりサービス等に対して申請処理状
況を送信する場合に⽤いるため、取
得した項⽬等を表⽰、出⼒等できる
こと。」と記載がある。

その後に、「また、職員の⼿を介する
ことなく⾃動で、申請管理機能に対
して申請処理状況を送信できること」
を追記する。

業務効率の
向上

引越しワンストップサービスの円滑な運⽤のた
めには、マイナポータルの申請処理状況登録
は必ず実施しなければならないが、⼿作業で
の実施は作業⼿順が多く事務処理の負担と
なるため。

対応なし 対応なし。
申請管理機能に対して申請処理状況を送信するため
の申請処理状況管理APIについては令和8年度からの
検討となるため。
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12

住基担
当課

第３章　機
能要件

10 共通 10.9 マイナ
ポータル等と
の接続

「経過措置として、「申請管理システ
ム標準仕様書」に規定される連携
⽅式３、４により申請管理機能を
経由して取得することも許容され
る。」と記載がある。

「経過措置」の意味合いを詳細に記
述する。

システム上の
理由

「経過措置」とは、誰にとっての経過措置なの
か不明瞭。システムの作りとして、申請管理
機能を有する別システムからの取得ができれ
ば、マイナポータルからの直接取得ができなく
ても、当⾯の間は標準仕様を満たすことにな
るという理解で良いのか。それとも、標準シス
テムとしてはマイナポータルからの直接取得は
必須機能だが、⾃治体の判断で申請管理
機能を有する別システムの利⽤を続けても良
いという意味なのか。後者の意味であれば、
システムベンダの⽴場からすると、マイナポータ
ルとの直接接続も申請管理機能を有する別
システムによる取得も両⽅できることが、当⾯
の間の必須機能になるのではないか。

対応なし 現在の記載で読み込み可。
デジタル庁が規定している共通機能である申請管理機
能を⽤いず、申請管理システム標準仕様書において規
定されている連携⽅式３（⼊⼒画⾯に取込機能実
装）⼜は⽅式４（⼀括取込機能の実装）を経由し
てマイナポータル等から情報を取得することを指す。

141

住基担
当課

20.3．1法第24条の2第3項の規
定に基づく通知がされた場合の転⼊
届/転居予約を利⽤した転居届の
１．項⽬・記載内容
項番23項⽬名基礎年⾦番号
転⼊の場合︓省略
転居の場合︓空欄

転居及び転出証明書に年⾦番号
の記載がない場合︓空欄

業務効率の
向上

OSS事業による転⼊届を印字した際、転出
証明書に基礎年⾦番号の記載がない場
合、「＊＊＊＊＊＊＊＊＊」が印字されてし
まい、転出と同時に会社を辞めた⽅が、転⼊
届の際に国⺠年⾦に加⼊するケースがあり、
基礎年⾦番号を年⾦事務所等に確認後、
記載したくても記載するスペースがないため

対応なし 現在の記載で読み込み可。
法第24条の2第3項の規定に基づく通知がされた場合
の転⼊届/転居予約を利⽤した転居届については届出
書であり証明書ではないことから、情報がない項⽬につ
いては、当然に空欄とする前提の記載。

9

住基担
当課

資料２　４．各標準仕様書におけ
るその他の修正内容（1/2）
外字に関する記載の削除
・⽂字情報基盤として整備された⽂
字セット※（MJ+）へ移⾏するにあ
たり、外字は住⺠記録システムにお
いて発⽣しないことから、外字に関す
る記載を削除する。

システム上の
理由

外字についての⾔及部分は、全国すべての
⾃治体がＭＪ＋利⽤による標準化を完了し
ない限り満たす事が出来ない条件だと考えま
す。ＭＪ＋は、令和5年度末に整備される
予定であることから、令和6年度上半期に標
準化対応する⾃治体については、システム開
発のスケジュール上、標準化システム稼働当
初は、IPAMJにのみ対応し残存外字が存在
してしまいます。そのため、ＭＪ＋への同定が
完了するまでは、IPAMJと残存外字の併⽤
を許可するような記載にしていただけませんで
しょうか。

対応なし 本仕様書においては対応なし。
 ⽂字要件については「30.2⽂字」に規定のとおり、デー

タ要件・連携要件標準仕様書を参照されたい。
なお、現時点で全国意⾒照会中のデータ要件・連携
要件標準仕様書【第2.0版】においては「従来の⽂字
セットを、MJ＋と対応させて保持することは、経過措置
として、当分の間、可能とする。」とされている。
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130

事業者 第３章　機
能要件

2　検索・照
会・操作

2.1　検索 2.1.2　検
索⽂字⼊
⼒

外字に関する記載の削除
 ⽂字情報基盤として整備された⽂
字セット（MJ+）へ移⾏するにあた
り、外字は住⺠記録システムにおい
て発⽣しないことから、外字に関する
記載を削除する。

・外字を登録する際に、異体字を合
わせて登録した場合は、それも包含
して検索できる
こと。

システム上の
理由

MJ明朝への移⾏作業を⾏っているが、⼾籍
システムと同じ⽂字体系を使⽤していることに
より、外字は廃⽌出来ないという結論に達し
ている。（⼾籍統⼀⽂字の外字がMJ明朝
に⽤意されていない）　MJ明朝からMJ＋へ
の移⾏⼿段、MJ明朝に移⾏してしまったDB
のコンバード⽅法とその作業計画、費⽤措置
についてもう少し議論が⾏われ、特に⼾籍シ
ステムと⼾籍附票システムの⽂字移⾏に計
画が出来てから外字をないものとする前提と
するべきであり、現段階で外字は無いと想定
するには時期尚早と考えます。

対応なし 本仕様書においては対応なし。
 ⽂字要件については「30.2⽂字」に規定のとおり、デー

タ要件・連携要件標準仕様書を参照されたい。

なお、MJ＋については、基幹業務システムのその他の⽂
字セットの⽂字のうち、MJに同定できない⽂字であって
標準準拠システムの運⽤上必要な⽂字としてデジタル
庁が指定した⽂字を加えた⽂字セットとなり、MJを拡張
した⽂字セットとなる。よって現在⾃治体で管理されてい
る⽂字のうちMJに同定できない⽂字をMJ＋に同定いた
だくことを想定している。
現時点で全国意⾒照会中のデータ要件・連携要件標
準仕様書【第2.0版】においては「従来の⽂字セットを、
MJ＋と対応させて保持することは、経過措置として、当
分の間、可能とする。」とされている。経過措置期間は
従来の⽂字セットを活⽤する形での実装は可能である
が、この場合においても、標準準拠システムから他の標
準準拠システムに情報連携する場合には、MJ＋を利
⽤することとなる。

131
事業者 第３章　機

能要件
2　検索・照
会・操作

2.1　検索 2.1.3　基
本検索

No.130に同様
※注︓当該資料上のNo.に変更

外字検索、検索⽂字選択のための
サポート機能が提供されていること。

システム上の
理由

No.130に同様
※注︓当該資料上のNo.に変更

対応なし 同上

132

事業者 第３章　機
能要件

3　抑⽌設
定

3.1　異動・
発⾏・照会
抑⽌

ー No.130に同様
※注︓当該資料上のNo.に変更

⽀援措置（3.4 参照）のほか、外
字作成中、特別養⼦縁組、実態調
査、⽒名空欄等の事由の際、抑⽌
機能が必要となることから、個別に書
き込むのではなく、まとめて整理した。

システム上の
理由

No.130に同様
※注︓当該資料上のNo.に変更

対応なし 同上

133

事業者 第３章　機
能要件

5　証明 5.8　⽂字
溢れ対応

ー No.130に同様
※注︓当該資料上のNo.に変更

なお、⽂字数が多くやむを得えず⽂
字溢れが⽣じる場合や未登録外字
が含まれる場合は、ア
ラートを表⽰して注意喚起するととも
に、⽂字超過リストを出⼒して、⽂
字溢れした情報を確
認できるようにすること。

システム上の
理由

No.130に同様
※注︓当該資料上のNo.に変更

対応なし 同上

134

事業者 第３章　機
能要件

10 共通 10.7　印
刷

ー No.130に同様
※注︓当該資料上のNo.に変更

住⺠記録システム以外のシステムへ
のコピーや貼付けのために使⽤してい
る画⾯ハードコピー機能については、
情報セキュリティ確保の観点から問
題があるが、外字等を⼊⼒するため
に当該機能を多⽤している市区町
村もあるため、アクセスログをが取得
可能な形で実装必須機能に盛り込
むこととした。

システム上の
理由

No.130に同様
※注︓当該資料上のNo.に変更

対応なし 同上
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135

事業者 第３章　機
能要件

11 エラー・
アラート項
⽬

11.1　エ
ラー・アラー
ト項⽬

ー No.130に同様
※注︓当該資料上のNo.に変更

アラート項⽬⼀覧　番号57　システ
ムから出⼒される証明書等の出⼒
項⽬に⽂字溢れが発⽣した場合⼜
は未登録外字が含まれる場合

システム上の
理由

No.130に同様
※注︓当該資料上のNo.に変更

対応なし 同上

16

住基担
当課

第３章　機
能要件

4　異動 4.2　職権 4.2.0.7.
CSから受信
した住⺠票
コード照会
通知の取込

「外字（住基ネット統⼀⽂字に存在
しない⽂字。コードポイントは
「D700」で連携される。）が設定さ
れていた場合、同じく住⺠票コード照
会通知に設定されているMJ ⽂字図
形名を基に、外字の字形や⽂字情
報を出⼒できること。」と記載がある。

住基ネットでも住基ネット統⼀⽂字
ではなくMJ+を扱うようにするようにし
た上で、当該記載を削除する。

業務効率の
向上

すぐには困難であると推察するものの、住基
ネットでも住基ネット統⼀⽂字ではなくMJ+を
⽤いるのが理想であるため。
住基ネットは、インタフェース切替⽇以降は、
本籍地の⼾籍情報システムと住所地の住⺠
記録システムの間の、情報連携の役割を担う
ことになるため、MJ+を⽤いるべき。そうすれば
システム間の連携においても外字の影響を考
慮する必要がなくなる。

対応なし 現時点では対応なし。
引き続きデジタル庁及びJ-LISとの調整を⾏う。

17

住基担
当課

第３章　機
能要件

4　異動 4.2　職権 4.2.0.7.
CSから受信
した住⺠票
コード照会
通知の取込

「外字（住基ネット統⼀⽂字に存在
しない⽂字。コードポイントは
「D700」で連携される。）が設定さ
れていた場合、同じく住⺠票コード照
会通知に設定されているMJ ⽂字図
形名を基に、外字の字形や⽂字情
報を出⼒できること。」と記載がある。

「外字（住基ネット統⼀⽂字に存在
しない⽂字。コードポイントは
「D700」で連携される。）が設定さ
れていた場合も、同じく住⺠票コード
照会通知に設定されているMJ ⽂字
図形名を基に、⾃動変換できるこ
と。」と修正する。

業務効率の
向上

No.16が困難である場合は、No.17をお願
いしたい。住⺠記録システムにおいてMJ+が
整備され、かつ住基ネット統⼀⽂字に存在し
ない外字をMJ⽂字図形名で伝達するのであ
れば、MJ⽂字図形名から⼀意に⽂字を特
定できるので、職員が字形や⽂字情報を確
認する意義が無い。MJ⽂字図形名から該
当するMJ+の⽂字に⾃動変換すればよい。
また、現状のMJ⽂字図形名では「⽂字情報
基盤」の⽂字しか伝えることができないが、
MJ+のすべての⽂字を伝えることができるよう
にすべき。
※注︓当該資料上のNo.に変更

対応なし 現時点では対応なし。
引き続きデジタル庁及びJ-LISとの調整を⾏う。

2ｰ14

住基担
当課

第３章　機
能要件

4　異動 4.1.1　転
⼊

4.1.1.2
再転⼊者

「住⺠記録システムデータベースにあ
る」が削除された。

「住⺠記録システムデータベース⼜は
除票⽤データベースにある」に修正す
る。

業務精度の
向上

再転⼊者として処理を⾏うための除票データ
とは，「住⺠記録システムデータベースにある
除票データ」と『30.1』で規定されている「除
票⽤データベース」に範囲が拡⼤されたと理
解したため。

対応なし 対応なし。
お⾒込みのとおり、除票となって５年後には当該除票の
情報は、除票⽤データベースに移⾏されるため、再転⼊
者の検索にあたっては、住⺠記録データベース及び除票
⽤データベースについても網羅的に検索できるような機
能に修正することとした。
除票⽤データベースに移⾏したとしても、再転⼊者として
情報を再活⽤できない理由にはならないことから、今回
当該修正を実施した。

2ｰ13
住基担
当課

第３章　機
能要件

4　異動 4.1.1　転
⼊

4.1.1.2
再転⼊者

「住⺠記録システムデータベースにあ
る」が削除された。

業務効率の
向上

再転⼊者としての検索対象が除票⽤データ
ベースにまで拡⼤され、結果として処理速度
の低下が起きないか懸念される。

対応なし 同上

2ｰ8

住基担
当課

タイトル「住⺠記録システム標準仕
様書【第3.0版】」

（例）タイトル「住⺠記録システム
標準仕様書【第3.1版】」

現⾏と同じ数字の版のため、契約の際に「住
⺠記録システム標準仕様書【第3.0版】に準
拠すること」等と記載した場合、どの時点での
仕様書を指すのか判別が難しくなるため（印
鑑登録システムも同様）。

対応なし 最終的に提⽰する仕様書においては、改版後の番号に
て提⽰する想定。


